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指定介護老人福祉施設サービス契約書 

 
                 （以下「利用者」という。）と社会福祉法人 東
益津福祉会（以下「事業者」という。）とは、特別養護老人ホーム高麓が利用者に対し

て提供する指定介護老人福祉施設サービス（以下「施設サービス」という。）について、

次の通り契約します。 
 
（介護保険給付対象のサービス） 
第１条 この契約書は、利用者が可能な限りその居宅における生活に復帰できること

を念頭に置いて事業者が利用者に対し、入浴、排泄、食事等の介護、相談及び

援助、社会生活上の便宜の提供その他の日常生活の世話、機能訓練、健康管理

及び療養上の世話を行うことにより、利用者が尊厳を保持し、その有する能力

に応じ自立した日常生活を送ることができるようにすることを目的とする施設

サービスについて定めます。 
２ 前項のサービスの費用の額は「重要事項説明書」に記載した通りとします。 

 
（介護保険給付対象外のサービス） 
第２条 事業者は利用者との合意に基づき、以下のサービスを提供するものとします。 
（１）食事の提供 
（２）居住の提供 
（３）特別な食事の提供 
（４）利用者に対する理美容サービス 
（５）事業者が特別に定める教養娯楽設備等の提供あるいはレクリエーション行事

等 
（６）事業者が提供する以外の物品あるいは食品等の提供 
（７）前各号のほか日常生活に通常必要となるものであって、利用者に負担させるこ

とが適当と認められる便宜の提供 
２ 前項のサービスの費用負担が必要なものについては、その利用料金は利用者等が

負担するものとします。 
３ 第１項の費用の額は「重要事項説明書」に記載した通りとします。 
４ 事業者は第１項に定める各種のサービス提供について、必要に応じて利用者の家

族等に対してもわかりやすく説明するものとします。 
 
（利用料金の変更） 
第３条 利用者の要介護状態の区分に変更があった場合は、「重要事項説明書」に記載

された額に変更することとします。 
２ 利用者の経済的事情の変化により、負担限度額認定等に変更があった場合は、介
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護保険法令等関係諸法令の趣旨に従い、利用料金を変更するものとします。 
３ 経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、事業者は、当該介護

保険給付対象外サービス利用料金を相当な額に変更する事ができます。 
４ 介護保険法令等関係諸法令の改正があった場合は、その内容に応じた額に変更す

るものとします。 
５ 第３項又は、前項の変更があった場合は、事業者は利用者に事前に通知するもの

とします。 
 
（施設サービスの内容） 
第４条 事業者は、別紙「重要事項説明書」に定める内容の施設サービスを提供しま

す。 
２ 施設サービスの提供は、当施設の生活相談員、看護職員、介護職員等の従業者が

当たります。 
３ 事業者は、施設サービスの提供に当たっては、利用者の要介護状態区分に従って

又、利用者の被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは当該認定審査

会の意見に配慮して、利用者に施設サービスを提供します。                
４ 事業者は、入浴、排泄、おむつ交換、離床、着替え、整容などの介護に当たって

は、利用者の自立の支援及び日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって

行います。 
５ 事業者は、利用者の食事に関し、利用者の栄養、身体状況及び嗜好を考慮すると

ともに適切な時間に食事を提供します。また、利用者の食事は、できるだけ離床

して食堂で行われるよう努めます。 
６ 事業者は、施設サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行

動を制限する行為を行いません。 
７ 事業所は入居者の人権に十分な配慮をし、心身的虐待行為を禁止します。 

 
（契約期間） 
第５条 この契約期間は、令和  年  月  日から利用者の要介護認定有効期間

の満了日までとします。ただし、契約期間満了日以前に利用者が要介護状態区

分の変更を受け、要介護認定有効期間満了日が更新された場合には、変更後の

要介護認定有効期間満了日をもって契約の満了日とします。 
２ 契約期間満了日の７日前までに、利用者からの書面による更新拒絶の申し入れが

ない場合、この契約は自動更新され、以後も同様とします。 
３ この契約が自動更新された場合、更新後の契約期間は、期間経過の翌日から更新

後の要介護認定有効期間満了日までとします。ただし、契約期間満了日以前に利

用者が要介護状態区分の変更認定を受け、要介護認定有効期間の満了日が更新さ

れた場合には、変更後の要介護認定有効期間満了日をもって契約期間の満了日と
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します。  
           
（施設サービス計画） 
第６条 事業者は、次に掲げる事項を、当施設の介護支援専門員に担当させます。 
（１） 利用者について解決すべき課題を把握し、利用者及びその家族の意向を踏まえ

たうえで、施設サービスの目標及びその達成時期、サービス内容、サービスを提供

するうえでの留意点などを盛り込んだ施設サービス計画を作成します。 
（２） 介護支援専門員は、施設サービス計画作成後においても、施設サービス計画の

実施状況の把握を行うとともに、利用者についての解決すべき課題の把握を行い、

必要に応じて施設サービス計画の変更を行います。 
（３） 介護支援専門員は、施設サービス計画を作成又は変更したときは、利用者又は

その家族に施設サービス計画の内容を説明し、同意を得ます。 
 
（相談及び援助） 
第７条 事業者は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握

に努め、利用者又はその家族の相談に適切に応じるとともに、必要な助言その

他の援助を行います。 
  
（健康管理） 
第８条 事業者の医師又は看護職員は常に利用者の健康の状況に注意をするとともに、

健康保持のための適切な措置を講じます。 
 
（医療体制） 
第９条 事業者は利用者に対し、事業者の医師による検診を行います。       
２ 治療の必要性、方法等の判断については、緊急の場合を除く外、利用者の意思を

確認し、できるだけ利用者の意思に沿うようにします。    
３ 事業者は、利用者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに事業

者の医師又は別紙の「重要事項説明書」記載の緊急医療機関との連絡を取り、緊

急医療あるいは緊急入院などの必要な措置を講じます。 
   
（入院期間中の取り扱い） 
第 10 条 事業者は、利用者が病院又は診療所に入院する必要が生じた場合であって、

入院後概ね３ヵ月以内に退院することが明らかに見込まれる時は、利用者及び

その家族の希望等を勘案し、やむを得ない事情がある場合を除き、退院後再び

当施設に円滑に入所することができるよう配慮します。 
 
（退所時の援助） 
第 11条 事業者は、契約が終了し利用者が退所する際は、利用者及びその家族の希望、
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利用者が退所後に置かれることとなる環境等を考慮し、利用者の円滑な退所のた

めに必要な援助を行います。 
２ 事業者は、施設サ－ビスの提供の終了（解約の場合も含みます。）に際し、終了

の旨の内容を速やかに居宅介護支援事業者（居宅サービス計画作成者）に連絡し

ます。 
 
（秘密保持義務） 
第 12条 事業者は、正当な理由がない限りその業務上知り得た利用者又は家族の秘密

を保持する義務を負います。 
２ 事業者は、従業者が退職後、正当な理由がなく在職中に知り得た利用者又はその

家族の秘密を漏らすことのないよう必要な措置を講じます。 
３ なお、前項の規定にかかわらず、事業者は、円滑なサービスを提供する為サービ

ス提供関係者との連絡調整等において、その情報が用いられる者の事前の同意を

文書により得た上で、利用者及びその家族の個人情報を用いることができるもの

とします。 
 

（利用料金の支払い方法等） 
第 13条 利用者は、施設サービスの提供の対価として、別紙「重要事項説明書」に定

める利用料金の合計額を、事業者が指定する方法で支払います。 
 
（契約の終了） 
第 14条 利用者は、７日以上の予告期間をおいて文書で事業者に通知することにより、

この契約を解約することができます。ただし、次の事由に該当する場合には、

利用者は、文書で通知することにより直ちにこの契約を解約することができま

す。 
（１） 事業者が正当な理由がなくサービスを提供しないとき。 
（２） 事業者が守秘義務に違反したとき。 
（３） 事業者が社会通念に逸脱する行為を行ったとき。 
（４） 第３条第５項の変更に同意することができない場合。 
２ 事業者は、やむを得ない事情がある場合には、利用者に対し、１ヵ月間の予告期

間をおいて理由を示した文書で通知することにより、この契約を解約することが

できます。ただし、次の事由に該当する場合には、文書で通知することにより、

７日間が経過した後にこの契約を解約することができます。 
（１） 利用者が施設に支払うべきサービスの利用料金を３ヵ月以上滞納し、期限を定

めて再三勧告したにもかかわらず、その期限までにサービス利用料の支払がないと

き。 
（２） 利用者が病院又は診療所に入院し、明らかに３ヵ月以内に退院できる見込みが

ない場合、又は入院後３ヵ月経過しても退院できないことが明らかになった場合。 
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（３） 利用者がこの契約を継続し難いほどの背信行為を行ったと認めるとき。 
３ 次の事由に該当する場合、この契約は自動的に終了します。この場合、損害賠償

義務は発生しないものとします。 
（１） 利用者が他の介護保険施設に入院又は入所した場合 
（２） 利用者の要介護認定区分が非該当（自立）又は要支援と認定された場合 
（３） 利用者が死亡した場合 

 
（事故発生時の対応） 
第 15条 事業者は、施設サービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、利用

者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 
 
（衛生管理） 

第 16条 事業者は感染症が発生し、又はまん延しないように、委員会の設置、指針の

整備、事業継続計画の策定、研修及び訓練の実施、必要な措置を講じます。 

 
（非常災害対策） 

第 17条 事業者は非常災害に関する具体的な防災計画及び事業継続計画を立てておく

とともに定期的に必要な訓練を実施します。 

 

（情報の保存） 

第 18条 事業者は、利用者に対する施設サービス提供に関する書類等を整備し、この

契約終了後５年間保存します。 

 

（苦情処理） 

第 19条 利用者又はその家族は、事業者が提供した施設サービスに関する苦情がある

場合は、いつでも別紙「重要事項説明書」に記載されている苦情相談担当窓口

に苦情を申し立てることができます。事業者は、苦情が申し立てられたときは、

迅速かつ適切に対応するとともに必要な措置を講じます。 

２ 事業者は、利用者又はその家族が苦情申し立てをした場合に、これを理由として

利用者に対し、一切の差別待遇をしません。       

 

（裁判管轄） 

第 20条 利用者及び事業者は、この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用

者の住所地を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすることを予め合意します。 

 

（その他） 

第 21条 この契約に定めのない事項については、介護保険法その他の関係法令に従い、

利用者及び事業者が信義に従い誠実に協議して決定します。 
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２ 身元引受人（保証人）は、この契約に基づく利用者の事業者に対する債務につい

て連帯保証人となると共に、事業者が必要ありと認め要請したときは利用者と共

同し、誠意をもってこれに応じて事業者と協議するものとします。なお、原則と

して利用者の親族代表者に身元引受人（保証人）となっていただきます。 

 

 

上記の契約書の成立を証するために契約書 2 通を作成し、利用者及び事業者が記名

押印のうえ各自その 1通を所持します。 

 
 
令和  年  月  日 
 

     利用者        住所 
 

                氏名               印 
 
 
    上記代理人       住所 
（代理人を選任した場合） 
                氏名               印 
 

 
    身元引受人       住所 

（保証人）  
                氏名               印 

 
 
 
 

事業者        所在地  焼津市坂本３８５番地の１ 
              事業者名 社会福祉法人 東益津福祉会 

事業所名 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 高 麓 
                代表者名 理事長  村松 幹子  印 
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